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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は一進一退の動きとなっている。需要面を

みると、個人消費は、新車販売台数が減少に転じたものの、大型小売店販売額が前年を上回

るなど、緩やかに持ち直している。住宅投資は、緩やかに減少している。設備投資は持ち直

し基調が続いている。公共投資は、基調として持ち直している。輸出は緩やかに持ち直して

いる。観光は、外国人入国者数が好調を維持している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、１２か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～３か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに減少

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１２月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．６ポイン

ト上回る５２．５となり、３か月連続で上昇し

た。また、横ばいを示す５０を２か月連続で上

回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．６ポイント下回る５１．２となり、横ばいを

示す５０を５か月連続で上回った。

なお、１月１２日に季節調整値の改定がなさ

れ、前月も含め、過去の数字が変更となって

いる。

１１月の鉱工業生産指数は９７．１（季節調整済

指数、前月比▲０．４％）と２か月ぶりに減少

した。前年比（原指数）では＋１．２％と２か

月連続の上昇であった。

業種別では、電気機械工業等７業種が前月

比低下、金属製品工業等の９業種が前月比上

昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１８年２月号
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３．百貨店等販売額～３か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）
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４．乗用車新車登録台数～１６か月ぶりに減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～３か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

１１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．４％）は、３か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比＋３．５％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他のすべての品目

で前年を上回った。スーパー（同＋０．８％）

は、２か月ぶりに前年を上回った。品目別で

は衣料品、その他は前年を下回ったものの、

身の回り品、飲食料品は前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．２％）

は、２か月ぶりに前年を上回った。

１１月の乗用車新車登録台数は、１３，１９８台

（前年比▲０．６％）と１６か月ぶりに前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋０．１％）

と軽自動車（同＋６．１％）が前年を上回った

が、小型車（同▲６．８％）が前年を下回った。

４～１１月累計では、１２１，５１１台（前年比

＋７．９％）と前年を上回っている。普通車

（同＋３．０％）、小型車（同＋８．６％）、軽乗用

車（同＋１２．６％）といずれも前年を上回って

いる。

１１月の札幌ドームへの来場者数は、２６５千

人（前年比▲４．３％）と３か月連続で前年を

下回った。内訳は、プロ野球およびプロサッ

カーは試合が無く、その他が２６５千人（同

▲４．３％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年２月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～５か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

１１月の住宅着工数は、３，４５５戸（前年比

▲１．２％）と２か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋５．１％）、貸家

（同▲２．５％）、給与（同▲７．４％）、分譲（同

▲９．０％）となった。

４～１１月累計では、２８，８６４戸（前年比

▲０．１％）と前年並みになっている。利用関

係別では、持家（同＋０．９％）、貸家（同

▲２．１％）、給与（同＋３６．８％）、分譲（同

＋３．７％）と貸家を除いて増加している。

１１月の民間非居住用建築物着工面積は、

１３１，７５８㎡（前年比＋３５．２％）と２か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋９０．３％）、非製造業（同＋３１．２％）ともに

前年を上回った。

４～１１月累計では、１，６４９，０８３㎡（前年比

＋１１．８％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲０．５％）が前年を下回って

いるが、非製造業（同＋１３．３％）が前年を上

回っている。

１２月の公共工事請負金額は、１６０億円（前

年比▲７．９％）と５か月ぶりに前年を下回っ

た。発注者別では、独立行政法人（同

▲７４．５％）、市町村（同▲１１．１％）、その他

（同▲６４．７％）が前年を下回ったが、国（同

＋９．４％）、北海道（同＋３．１％）が前年を上

回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年２月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１８か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１１月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０３６千人（前年比＋３．７％）と２か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲１８．７％）が前年を下回ったが、航空機

（同＋５．４％）とフェリー（同＋７．６％）が前

年を上回った。

４～１１月累計では、９，６６８千人と前年を

１．５％上回っている。

１１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１２１，５４４人（前年比＋３１．２％）と１８か月

連続で前年を上回った。４～１１月累計では、

１，０４０，７９３人（同＋２６．４％）と前年を上回っ

ている。

空港・港湾別では、新千歳空港が１１３，５９４

人（前年比＋３８．５％）、函館空港が７，６１２人

（同▲６．５％）、旭川空港が３２４人（同▲８６．８％）

だった。

１１月の貿易額は、輸出が前年比２７．１％増の

３２７億円、輸入が同１５．９％増の１，０１１億円だっ

た。

輸出は、鉱物性タール・粗製薬品、有機化

合物、鉄鋼などが増加した。

輸入は、石油製品、原油・粗油、魚介類・

同調整品などが増加した。

輸出は、４～１１月累計では２，５０８億円（前

年比＋７．６％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年２月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月ぶりに前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～１２か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１８倍（前年比＋０．０８ポイント）と９４か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋２．８％上昇し４か

月連続で前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（同＋８．２％）、運輸業・郵便業（同

＋２０．０％）、建設業（同＋１１．７％）などが前

年を上回ったが、卸売業・小売業（同

▲３．０％）、などが減少した。

１２月の企業倒産は、件数が１８件（前年比

▲１０．０％ ）、 負 債 総 額 が３０１億 円 （ 同

＋１０３３．１％）だった。件数は２か月ぶりに前

年を下回った。負債総額は、４か月連続で前

年を上回った。

業種別では、建設業とサービス・他が各５

件、小売業と不動産業が各２件などとなっ

た。

１１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０１．２（前月比＋０．１％）と４か

月連続で上昇した。前年比は＋１．５％と、１２

か月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１１月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は概ね安定して推移している。石油製品の価

格は原油高を背景に上昇している。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年２月号
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．平成２９年１０～１２月期 実績

前期に比べ、売上DI（＋５）は４ポ
イント上昇、利益DI（△９）は２ポイ
ント低下。売上改善の一方で、利益は２
期連続低下となった。コスト増加によ
り、食料品製造業、運輸業、ホテル・旅
館業の利益が低下した。木材・木製品、
建設業、卸売業、小売業は持ち直しの動

きとなった。

２．平成３０年１～３月期 見通し

売上DI（△１）は６ポイント低下、
利益DI（△９）は前期比横這いで、先
行きの見通しにやや慎重さが見られる。
製造業の業況が持ち直す一方で、非製造
業は売上、利益とも低下の見通し。

項 目
２６年
１０～１２

２７年
１～３４～６７～９１０～１２

２８年
１～３４～６７～９１０～１２

２９年
１～３４～６７～９１０～１２

３０年
１～３
見通し

売上DI △１４ △２３ △９ △９ △９ △１９ △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △１
利益DI △２１ △１９ △８ △１０ △７ △１２ △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △９

定例調査

売上改善の一方で、利益２期連続の低下
第６７回 道内企業の経営動向調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（平成２９年１０～１２月期実績）

２９年
１～３

２９年
４～６

２９年
７～９

２９年
１０～１２

３０年
１～３

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 売上改善の一方、利益は２期連続
低下。

売上ＤＩ △５ ３ １ ５ △１ △１
利益ＤＩ △９ △４ △７ △９ △６ △９

製造業 食料品製造業の利益低下。木材・
木製品に持ち直しの動き。

売上ＤＩ △１６ △１ △４ △３ △１ １
利益ＤＩ △１８ △６ △１２ △１４ △６ △６

食料品 原材料価格、諸経費などの上昇が
重荷に。

売上ＤＩ △１９ △２８ △１０ △８ ７ １７
利益ＤＩ △１６ △３２ △１７ △２５ ５ △３

木材・木製品 木製品に持ち直しの動き。
売上ＤＩ △１６ １０ △１１ ６ ０ △１３
利益ＤＩ △２１ １５ △１１ ６ △６ ０

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼・金属製品は持ち直し。機械
は足踏み。

売上ＤＩ △２３ ６ △６ △３ △９ ０
利益ＤＩ △２０ ０ △１４ △１０ △１７ △３

非製造業 建設業、卸売業、小売業は業況持ち直し。
運輸業、ホテル・旅館業の利益低下。

売上ＤＩ △１ ４ ３ ８ △１ △１
利益ＤＩ △６ △４ △６ △７ △６ △１０

建設業 公共工事、民間工事とも持ち直
し。

売上ＤＩ △７ ５ １ ７ △７ △４
利益ＤＩ △４ △４ △６ △１ △１３ △７

卸売業 食品卸は低調続く。資材卸は堅調。
卸売業全体では持ち直しの動き。

売上ＤＩ △１２ △５ △８ ８ ６ △１０
利益ＤＩ △１０ △８ △６ △２ ６ △１０

小売業 燃料店が単価上昇により売上改善。
その他小売も持ち直しの動き。

売上ＤＩ △６ ２ ８ １９ ８ １４
利益ＤＩ △１１ △８ △２ ２ ２ △７

運輸業 燃料費や人件費などのコスト増加
により利益低下。

売上ＤＩ １３ ３ △１１ △６ △１５ ６
利益ＤＩ △６ △６ △９ △３２ △９ △１５

ホテル・旅館業 原材料、諸経費、人件費などコス
ト増加により利益低下。

売上ＤＩ ６ １８ ２７ ７ △９ △１３
利益ＤＩ △６ ２４ １８ △１３ ０ △１３

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２７年
７～９

２７年
１０～１２

２８年
１～３

２８年
４～６

２８年
７～９

２８年
１０～１２

２９年
１～３

２９年
４～６

２９年
７～９

２９年
１０～１２

３０年
１～３

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △９ △９ △１９ △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △１ △１
利益ＤＩ △１０ △７ △１２ △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △６ △９

札 幌 市
売上ＤＩ △４ △５ △２５ △１３ △４ △９ △３ ４ ４ ６ ４ △２
利益ＤＩ △５ △３ △１７ △１１ △１ △９ △９ △１０ △５ △１２ △４ △１１

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △４ △１ △８ ０ △９ ６ △２ １３ １０ ３ ２ ９
利益ＤＩ ０ １ ７ ８ ６ △２ △４ ８ △８ △３ △９ ５

道 南
売上ＤＩ △５ △１１ △１７ △３ ０ ６ △１２ △１５ △４３ △１３ △１９ △１８
利益ＤＩ △９ △５ △１７ ５ △５ ６ △２７ △２１ △４６ △３６ △２８ △３６

道 北
売上ＤＩ △２６ △２５ △２４ △１３ △１３ △５ △９ △７ ４ １１ △２ △４
利益ＤＩ △２５ △１６ △１７ △７ △２０ △１０ △７ ０ ４ ２ ２ △１１

道 東
売上ＤＩ △１６ △１８ △１８ △９ △１２ △９ △４ ８ ３ １０ △６ ３
利益ＤＩ △２５ △１８ △１７ △１６ △１７ △９ △８ ０ ０ △３ △４ △３
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＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（６４％） ＋３ 運輸業（８５％）、建設業（８１％）、ホテル・旅館業（８０％）の人手不足
が続く。

�原材料価格上昇（４０％） ＋９ 製造業（６０％）で１１ポイント、非製造業（３２％）で８ポイントそれぞ
れ上昇。

�諸経費の増加（３５％） ＋１ 運輸業（５２％）、卸売業（４５％）で２位、建設業（３４％）で３位。

�人件費増加（３０％） △３ ホテル・旅館業（４７％）で６ポイント、運輸業（３０％）で６ポイン
ト、建設業（３４％）で５ポイントそれぞれ上昇。

�過当競争（２６％） △１ 小売業（５３％）で５０％を超える。

�売上不振（２５％） △３ 製造業、非製造業とも前期比低下。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第６７回定例調査（２９年１０～１２月期実績、３０年１～３月期見通し）
回答期間：平成２９年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
� ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ② ② ② ① ① ① ① ① ① ① ① ①
６４ ５４ ５３ ４４ ５８ ５９ ６７ ８１ ４７ ６０ ８５ ８０ ６３
（６１）（５０）（５２）（３３）（５６）（４７）（６５）（７８）（４０）（５３）（７９）（９１）（６６）

�原材料価格上昇
② ① ① ① ② ② ③ ③ ③ ③ ②
４０ ６０ ７２ ６９ ４８ ５０ ３２ ２７ ３５ ４０ ４５ ４７ １５
（３１）（４９）（６４）（４４）（４７）（１８）（２４）（１８）（３２）（１８）（３８）（２３）（２１）

�諸経費の増加
③ ③ ③ ② ② ② ③
３５ ３２ ４７ ３１ ２９ １４ ３６ ３２ ４５ ２５ ５２ ３３ ２７
（３４）（３６）（４３）（４４）（３１）（２４）（３３）（３６）（２９）（３１）（５６）（３２）（２３）

�人件費増加
③ ② ②

３０ ２９ ４４ １９ ２６ １４ ３０ ３４ ２０ ３３ ３０ ４７ ３１
（３３）（３５）（４８）（２２）（３１）（２９）（３２）（２９）（２５）（４１）（２４）（４１）（３６）

�過当競争
③ ② ② ② ③

２６ １２ １７ ６ １３ ９ ３２ ３６ ３３ ５３ １２ ７ ２７
（２７）（１８）（１７）（２８）（１４）（１８）（３１）（３２）（３５）（４９）（１８）（１４）（２１）

�売上不振
② ③ ③ ③

２５ ３０ ２５ ４４ ３２ ２７ ２３ １６ ３０ ３０ １２ ２０ ２７
（２８）（３５）（２６）（６１）（２８）（４７）（２５）（１６）（３３）（３１）（１２）（２７）（３２）

�販売価格低下 １２ １０ １１ ６ ６ １４ １３ ５ ２３ ２０ ３ １３ １５
（１１）（１１）（５）（２２）（８）（１８）（１１）（５）（２１）（１６）（６）（５）（１３）

	設備不足 ７ １２ １４ １３ １０ １４ ５ ３ ３ ３ ３ ２０ １０
（６）（１２）（１０）（１７）（１１）（１２）（５）（１）（５）（４）（６）（１８）（４）


価格引き下げ要請 ６ ５ ６ － ６ ５ ７ ５ １３ ３ ６ － ８
（５）（４）（７）（６）（－）（－）（６）（５）（１１）（－）（３）（－）（９）

�資金調達 ５ ７ ８ － １０ ５ ４ ５ ７ － ３ ７ ２
（５）（４）（５）（－）（６）（－）（５）（５）（６）（８）（３）（－）（４）

�代金回収悪化 １ １ － － ３ － １ － ３ ３ － － －
（２）（２）（－）（－）（３）（６）（２）（－）（６）（２）（－）（－）（４）


その他 ２ ５ ３ ６ ３ ９ １ １ － ３ － － ２
（３）（４）（７）（－）（３）（６）（３）（１）（６）（２）（－）（５）（２）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８３ １００．０％
札幌市 １４８ ３８．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８１ ２１．１
道 南 ３９ １０．２ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５３ １３．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６２ １６．２ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７０２ ３８３ ５４．６％
製 造 業 １９７ １０６ ５３．８
食 料 品 ６８ ３６ ５２．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １６ ４８．５
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３２ ５３．３
そ の 他 の 製 造 業 ３６ ２２ ６１．１
非 製 造 業 ５０５ ２７７ ５４．９
建 設 業 １３８ ７７ ５５．８
卸 売 業 １０５ ６０ ５７．１
小 売 業 ９３ ４３ ４６．２
運 輸 業 ５３ ３４ ６４．２
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １５ ４２．９
その他の非製造業 ８１ ４８ ５９．３

業種別回答状況
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今回の調査では売上は改善しましたが、利益は２期連続の低下となりました。人手不足は

一層深刻化しており、それに加え人件費、原材料価格、燃料費などのコスト増加が経営の重

荷になっています。今後は人材の確保や育成、さらにコスト増加分を販売価格に転嫁してい

かなければならないと言う声が多く聞かれました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

５．建設業

＜水産食料品製造業＞ 原材料価格の高騰に

より利益率は減少している。販売単価を上げ

たいが、大手業者との価格の兼ね合いもあり

厳しい状況である。

＜動植物油脂製造業＞ 一番の課題は人手不

足である。募集をかけても新卒、中途採用と

もほとんど問い合わせがない。工場の稼動に

も影響が出かねない状況である。

＜水産食料品製造業＞ 水産資源の減少によ

る、仕入価格の上昇が大きな問題である。

＜その他食料品製造業＞ 上期の売上は過去

最高であったが、現在は通常ペースに戻りつ

つある。

＜木材・木製品製造業＞ TPP関連の補助金

により、豚舎、牛舎関係の受注が順調である

が、来年度は不透明である。

＜金属素形製品製造業＞ 昨年の災害復旧工

事により受注は増加しており、戸建の受注も

順調である。しかし、来年度は災害工事が終

了してくることから売上は減少すると見込ん

でいる。

＜業務用機械製造業＞ 漁業の不振により、

水産関連業の設備投資意欲が低下しているた

め、受注は減少している。他業界への販路拡

大が必要となっている。

＜生産用機械器具製造業＞ 農業関連予算に

より生乳タンクの受注があり、順調である。

＜非鉄金属製造業＞ 年末に向け受注は落ち

着いてきたが、例年より受注は多い状況であ

る。

＜窯業・土石製品製造業＞ 人手不足や従業

員の高齢化のため、売上・利益に影響がでて

きている。

＜飼料・有機質肥料製造業＞ 原料不足が続

いているが、９月以降は昨年に比べよくなっ

てきている。しかし、仕入れ単価の引上げも

あり減益を見込んでいる。

＜一般土木建築工事業＞ 受注は順調である

が、技術者・下請業者の不足が続いている。

経営のポイント

人件費・原材料価格・燃料費などのコスト増加への対応が課題に
〈企業の生の声〉
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

＜一般土木建築工事業＞ 技術職（管理・現

業）の不足が続いている。新入社員の見込み

はついたが、即戦力不足であり数年は厳しい

状況が見込まれる。

＜一般土木建築工事業＞ 完成工事高につい

ては土木横這い、建築は上昇している。今後

は予算減少により大幅な伸びは見込めない

＜床・内装工事業＞ 多種多様の技術者を現

場配置することにより、管理費、福利厚生費

などの請求が可能となり利益改善に繋がっ

た。また、外国人実習生を利用し９名のベト

ナム人（平均年齢２６歳）を採用し現場での実

習作業を進めたことから戦力となってきてお

り、タイトな行程作業も対応できるように

なった。今後は日本人・ベトナム人社員を増

加させて受注工事を増やしたい。また、社員

の働き方改革にも挑戦していきたい。

＜電気工事業＞ 新築案件が増加しており、

特にホテルや公共施設でのWIFI拡充のほ

か、携帯基地局での工事など商材は徐々に増

えている。しかし、競合は厳しく入札は難航

している。

＜産業用機械器具卸売業＞ 新たな分野に取

り組み、企業にとっての柱を増やしていく。

増やす業務は現業務との相互に効果が生まれ

るようなものに取り組んでいく。

＜産業用機械器具卸売業＞ 今期は好調に推

移しているが、受注は経年劣化による更新が

ほとんどであり、新規受注は少ない。更に取

引先の廃業も増加しており、将来は厳しく

なっていくと考える。今後は原材料価格の上

昇が続いていることや、働き方改革による残

業代増加を抑制するため人員のやりくりが、

大変である。

＜建築材料卸売業＞ 販売単価上昇により増

収増益となる。気になるのは建設業界で人員

不足を要因とする案件のずれ込みが依然散見

されているところである。

＜農畜産物・水産物卸売業＞ 道内の農産物

は豊作でも価格は下落せず好調であり、業況

は順調であるが、この状態がいつまで続くか

が不安である。

＜その他機械器具卸売業＞ 同業他社との競

合が厳しく、粗利が低くなっている。

＜燃料小売業＞ 原油価格の上昇を販売価格

に転嫁する必要あり。

＜その他小売業＞ 外国人観光客による売り

上げが増加している。

＜一般貨物自動車運送業＞ 建設関連の輸送

は好調である。ただし、人員不足であり受注

が来ても受けられない状況である。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年２月号
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９．その他非製造業＜一般貨物自動車運送業＞ 人手不足が続い

ており人件費が増加している。また、燃料価

格も上昇してきており、販売単価に転嫁させ

ていかなければならない。

＜一般貨物自動車運送業＞ 人手不足や労働

時間の問題によるコスト増加が、運賃単価に

反映されず、加えて燃料価格の上昇など経費

増加が利益を圧迫している。１１月５日の運送

約款改定により、各荷主への周知と運賃改正

に向け取組んでいるところである。

＜沿海海運業＞ 原油価格の上昇により、収

益が低下している。今後もその傾向が続くと

見込まれるため、運賃の改定を考えなければ

ならない。

＜沿海海運業＞ 鋼材を中心に荷動きが活発

になっているが、人手不足などの理由により

収益が上がっていない。これまで通り原価圧

縮が課題であるが、すでに限界がきており運

賃改訂をしていく必要が出てきた。

＜土木建築サービス業＞ 近年土木関連業の

人手不足が顕著で、利益が期待したほど伸び

ないうえ、技術継承に係る人件費も膨らんで

いるが、ある程度は投資と考え若手社員の成

長を促進させる必要がある。今後はロボット

技術など積極的に活用することや、技術を

持った企業との連携により高付加価値サービ

ス提供をし、売上・利益の確保に努める。

＜ソフトウエア業＞ 業績向上は人材育成に

よるところが大きい。採用から教育まで含め

たキャリアプランなどの包括的なプログラム

の構築途上である。特にマネージメント層の

教育、新卒（既卒も含む）の養成について力

点をおいており、新たなトレーニングプラン

を策定し実施している。これらの活動と並行

して働き盛りの中間層、及び若年層の退職を

避けるための対策を進めている。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年２月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年２月号

社会人博士等の多様な知識と経験を社会に

還元したい

平成２６年に設立。多様な人材のネットワークを活かし、農業関連での各種調査・研究の受託や海

外からの道内視察への支援、ICT利用システムの開発などを通じ、社会貢献をめざすユニークな会

社。今回は、GAP（農業生産工程管理）認証システムの開発を中心に、幅広い観点から北海道及び

アジア地域の農業振興への思いを、所長と専務にお伺いしました。

代表取締役所長 黒河 功 氏

黒河 功氏は帯広市出身。北海道大学大学院

（博士課程）修了。農林水産省北海道農業試

験場（現・北海道農業研究センター）に就職

後、北海道大学の助手に就任され、助教授、

教授を歴任。（一社）北海道地域農業研究所長

を経て、平成２８年に株式会社アジア地域連携

研究所所長に就任。

農学博士・北海道大学名誉教授。

会社概要
企業名：株式会社 アジア地域連携研究所

住所：札幌市厚別区厚別中央１条６丁目３番

１号ホクノー新札幌ビル４０８号

ＴＥＬ：０１１‐２２９‐１０４０

E-mail：moton@jcom.home.ne.jp

創業：平成２６年４月

事業内容：調査研究の受託、各種講習会・研

究会事務局の受託、翻訳・通訳・

資料作成、農業関連視察支援、農

業関連事業の企画立案など

◆北洋銀行ドリーム基金等に採択

―法人設立の経緯や、方針などについてお聞かせ

下さい―

所長：私が勤めていた北大では、大学院農学研究

院で社会人大学院生を募集しており、坂下明彦教

授の協同組合学研究室にも、社会人経験を持つ

方々が博士号などを修めるために集まっていまし

た。多様な経験を持つ皆様が、ただ学位を取得す

るだけではもったいない。その知識と経験を活か

して社会貢献の活動をしようというのが当社発足

の経緯です。

従って、当社が取り組む事業では、その内容に

応じて、既に博士号を取得した方、論文を整理中

の方などが入り混じって参加する仕組みとなりま

す。株式会社ではありますが、多彩な人材のネッ

トワークにより、プロジェクト形式で事業に取り

組んでいるという感じです。

また、組織を維持していくための利益は必要で

すが、利益の追求だけを目的とした会社ではな

く、社会貢献を第一に考え、一定の利益があれば

新しい研究開発等に利用しようというのが会社の

方針、モットーと言えます。

我々の活動がイコール、社会貢献であるとすれ

ば、他の皆様があまり手をつけていない分野で、

現場の声を酌みながら研究や事業のテーマを見つ

け、知識やノウハウを社会に還元していくという

ことが企業理念と考えています。

道内企業訪問

トップに聞く⑦ 株式会社 アジア地域連携研究所
代表取締役 所長 黒 河 功 氏
専務取締役 中 村 正 士 氏
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道内企業訪問

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年２月号

GAP普及のためには、導入に当たっての労

力軽減や学習するツールの開発が必要

―アジア地域連携研究所という社名の由来や事業

の概要などについてお伺いします―

専務：先ほど所長のお話にあった坂下先生の研究

室では、韓国、中国などの東アジアをフィールド

として調査・研究を続けてきています。また、私

も含め、黒河先生や坂下先生は、２０年近く中央ア

ジア諸国（５カ国：ウズベキスタン、タジキスタ

ン、カザフスタン、キルギス、トルクメニスタ

ン）を中心にJICA（国際協力機構）の研修事業

のお手伝いをしており、こうした取組み・活動の

経緯などを踏まえて社名としております。

事業としては、JICAのキルギス農民を対象と

した研修事業のほか、北海道農商工連携ファンド

事業の活用などによりグローバルGAP認証支援シ

ステム（G-CAS）など、GAPの取組みを後押しす

るシステムの開発に取り組んでいます。

また、森林バイオマスを活用した施設園芸の可

能性調査、GAP認証制度の普及や植物工場の将来

展望などに関する調査・研究などを受託して実施

しているほか、各種研修会開催や出版なども手掛

けています。

事業によっては公的な意味がある取組みもあ

り、社団法人などが良いのかもしれませんが、自

由度が高く、機動的に活動することができるよう

「株式会社」を選択した次第です。

―最近良く耳にする「GAP認証」などについて、

もう少しお聞かせください―

所長：GAPとは、農業生産工程管理（Good Agri-

cultural Practice）のことで、生産物の安全を確保

するための作業日誌の記帳を中心に、環境保全、

労働安全等を確保するために注意すべき事項をリ

ストアップし（リスク評価という）、より良い農

業生産の実践に結びつけていこうとするもので

す。

＜GAPの目的＞

具体的には、農場と農産物生産上の問題点や危

険リスクなどの農場評価を行い、改善計画を作り

ます、そして計画に基づく改善の実施、改善後の

チェックというサイクルを続けることで、農産物

の安全とより良い農業生産を実現しようというこ

とです。

＜GAPの取組内容＞

素晴らしい取組みですが、農家の皆様からは

「農作業事故の防止」や「整理・整頓の徹底で資

材の無駄が省けた」との好評がある一方、「労力

がかかって大変」、「指導者が少ない」などの声も

あり、当社では、こうした課題の解決に向けて、

先ほど専務が申し上げたシステムの開発に取り組

むこととしました。

専務：ご承知のとおり、GAP認証は２０２０年東京オ

リンピック・パラリンピック競技大会で提供する

食材の調達基準として話題になっていますが、国

などでは農業生産のレベルアップのためのGAPの
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道内企業訪問

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年２月号

「実践」と、取引先の要求などに応じる「認証」

という２つのステップを想定しています。

そうした中、当社の認証支援システム・G-CAS

は、経営や圃場の基礎的なデータを入力し、改善

計画を策定して、その実践は作業日誌で記録する

という一連のサイクルを支援するもので、同時に

GAPの認証書類も整理できる仕組みとなっていま

す。特に、システム設計に当たっては農家の皆さ

んの労力軽減を第一と考え、作業日誌では概ね１

日１０分程度で入力できることを目標としたほか、

出荷時に必要な生産履歴もプリントアウトして貼

り付ければ良いようにしています。

G-CASの説明をされる「中村専務」

＜G-CASシステム・メインメニュー＞

また、所長がお話ししたとおりGAP導入に当

たっての指導者が少ないのが実態です。

GAPに関心があっても手をつけにくい、あるい

は、経営主だけではなく家族や従業員の方々が一

緒になって取り組むことが難しいという問題があ

り、当社では、都合の良い時間にGAPの勉強を主

体的に行える仕組みが必要と考え、現在、イン

ターネット（e－ラーニング）によるGAP及び農

場評価の学習システム（GAP-ELS）も開発中で

す。

―システム開発に当たってご苦労をされた点など

があればお聞かせ下さい―

専務：正直に言うと、やはり一番苦労したのは資

金調達です。様々な仕組みを活用しながら資金を

確保して開発を進めてきました。

それと、これは苦労ではないのですが、利用者

となる農家の目線に立って開発することに拘って

おり、農業者の声をシステムにできるだけ反映す

るため、可能な限り現場に出向き評価を聞くよう

努力しています。

生産者を交えた農場評価風景

その中で、少し触れたいのが農薬や肥料に関す

るデータのことです。農薬は登録制ですのでデー

タベースがありますが、使用基準は細かく規定さ

れ、使用単位も色々とあり、それに作物分類が絡

んでくると非常に複雑です。現在提供されている

データベースでは、コンピュータ処理が難しいの
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道内企業訪問

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年２月号

北海道農業のため、システム提供はできる

だけ安価に、そして、もう一工夫が必要

中央アジア諸国（キルギス）での農民組織

づくりを応援したい

が実態です。また、肥料も登録制度がありデータ

ベースも提供されていますが、農家の皆様が正式

な銘柄名を覚えることは難しく、簡単に目的とす

る肥料を見つけることはできないのが現状です。

―開発したシステムの運用など、今後の展開など

についてお聞かせ下さい―

専務：GAP支援システム（G-CAS）などはクラウ

ド型ソフトウェアで、基本設計は当社が実施し、

プログラミングと運用管理は函館の株式会社グ

ローバル・コミュニケーションズに委託していま

す。システムについては、既に展示会等にも出展

していますが、より良いものを提供したいと考え

改良を続けています。

「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１７」

出展風景（平成２９年７月２０日）

先日の農家の皆様との意見交換では、「色々と

配慮されており、おおむね使い易い」との評価を

頂いたことから、本年１月末からの運用となるよ

う準備を進めています。

また、利用料金が安くなければ農業者の皆様に

使って頂けない訳で、月額ベースで、支援システ

ム「G-CAS」がタバコ２箱分（千円程度）、e－

ラーニング「GAP-ELS」がタバコ１箱分（五百

円程度）に設定しています。

所長：北海道の農業というものを語る場合には、

個々の農業者の皆様が主人公となることは勿論で

すが、JAの生産部会という視点も大切であると

考えています。例えば、トマト生産部会とか、レ

タス生産部会とか色々とある訳ですが、みんなで

頑張ろうという団結力が強く、大きな力を持って

います。

当社では、こうした生産部会などGAP認証を団

体で取得する場合に必要な生産工程の管理、記録

及びQMS（品質マネジメントシステム）を効率

的に作成・整備するシステムも必要と考え、イン

ターネットのクラウド上で、「G-CAS」や「GAP-

ELS」と連動して利用するシステム「QMSビル

ダー」を開発しているところです。

こうした３つのツールの活用で、道内にGAPの

取組みが大きく広がっていくことを、心から期待

しています。

―アジア地域との交流・連携なども含め、今後の

事業展開などについてお伺いします―

専務：実は、私自身がJICAの専門家としてタジ

キスタンに４年半ほど暮らしたこともあり、い

ま、その経験などを活かしてキルギスの方々の道

内研修の支援に加え、キルギスでの講義や現地調

査を実施しており、２月には再度出向いて同国の

農協関係者の方々へレクチャーを行う予定です。

そうした交流の中で、キルギスの方々は北海道

の中古農機への関心が高いこと、また、特産品の

ハチミツを輸出したいことが判り、そういう取組

みの橋渡しや仲介などができないものかと考えて

います。
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道内企業訪問

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年２月号

GAPは、日本の消費者の皆さんの信頼を確

保するための強力な武器になる

キルギス農業省での意見交換

所長：中央アジア諸国は旧ソ連邦であり、ソ連の

崩壊により市場経済に移行して２６年ほど経過して

います。そうした中、キルギスでは、農業振興の

ためには農民組織の強化が必要であると考えてい

ます。彼らは、ヨーロッパやアメリカなども良く

視察に行かれ、GAPも含め色々と勉強されていま

すが、特に、日本の農民組織の歴史・経験や総合

農協の仕組みについて強い関心を持っています。

個別事項でも、専務がお話しされた中古農機や

ハチミツのほか、例えば、農作物保険システムの

ことや輸送・パッケージ面など、日本がお手伝い

できる部分が色々あり、当社としても関係機関・

団体等と連携しながら様々な形で応援していきた

いと考えています。

―今後の北海道農業発展に向けたメッセージなど

についてお伺いします―

所長：北海道農業においては規模拡大が続いてお

り、一つの潮流となっています。そうすると、自

分で農場を管理していくためには、経営管理の合

理化が必要となり、ICT等の技術利用が重要とな

ります。また、JAの生産部会などの組織におい

ても、皆さんがまとまって何かを進めていくため

の戦略が必要になると考えます。

一方では、ヨーロッパ発祥のG-GAP認証が世

界中に広がりを見せており、国内の大手量販店や

コンビニなども生産サイドでの認証取得へと動い

ています。また、国内では食品製造業に対する

HACCP（１）の制度化という動きも見られます。

もとより、消費者の皆様は食の安全・安心に高

い意識を持っておられますので、この日本の消費

者の皆様のニーズにしっかりと応え、信頼を確保

していくためには、生産者側も強い「武器」を持

つ必要があり、その一つが「GAP」の取組みであ

ると考えています。

食の安全確保のみならず、経営改善や事故防止

などの労働安全、環境保全などの視点も含めて、

GAPの取組みを強く進めていかなければならない

ものと考えています。

当社としても、社会貢献と言うことで、多様な

人材の知識や経験、ノウハウをフル活用して、

しっかりと取り組んでまいります。

終始、穏やかで和やかな雰囲気のお二人

黒河所長（右側）と中村専務（左側）

（田邊 隆久）

（１）HACCPとは「危害要因分析重要管理点」のこと。食品の製造・加工工程のあらゆる段階で発生する恐れ
のある微生物汚染等の危害を予め分析し、その結果に基づいて、製造工程のどの段階でどのような対策
を講じればより安全な製品を得ることができるかという重要管理点を定め、これを連続的に監視するこ
とにより製品の安全を確保する衛生管理の手法。
Hazard（危害）Analysis（分析）and Critical（重要）Control（管理）Point（点）という言葉の略語。
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タイ王国はASEAN域内経済の中心的な国として位置付けられており、毎年、東南アジア最大

級と言われる多くのイベントが開催されております。また、経済成長に伴って、バンコクを中心

に多くの大規模な施設の建設が進んでおります。今回は当行が関連するイベントやサポート状況

についてレポート致します。

１．タイ王国の経済状況

タイ王国は人口６，５９８万人（人口センサス：２０１０年９月時点）を有し、ASEANの中で、インド

ネシア、フィリピン、ベトナムに次いで４番目となっています。首都であるバンコクは８３０万人

（人口センサス：２０１０年９月時点）の人口を有し、タイ国内の全人口に占める割合は１２．６％にも

達しており、首都に人口が集中しています。そのため、タイでは首都バンコクを中心とした経済

型社会とバンコク以外の農業型社会の二つの経済社会がひとつの国で混在しているという特徴が

あります。

２０１６年における一人当たりの名目GDPは５，８９９USD（IMF）と、日本の約６分の１程度しかあ

りませんが、２０１８年の予想経済成長率（IMF世界経済見通し：２０１７年１０月時点）は３．５％で、日

本の５倍となっており、ASEAN市場の中で注目されている国です。

２．うまいっしょ北海道！（バンコク）

２０１７年９月８日から１８日まで、バンコク市内モール・バンカピで、北海道の食を中心とした

ブースが出展し、当行が協賛する「うまいっしょ北海道！２０１７（バンコク）」が開催されまし

た。北海道ブランドは、タイ人に「白い」「きれい」「美味しい」というイメージとともに受け入れ

られていますが、実際、本イベントの北海道観光を紹介するブースにおいても、「どこのスキー

場ではパウダースノーで滑ることができるの

か」「道央を中心に旅行したことがあるが、道

東ではどんな景色が見られるのか」「北海道の

ラーメンで一番おいしいのはどこか」といっ

た具体的な質問が見受けられました。北海道

のスイーツ、カニ、ちらし寿司、ソフトク

リームなどの販売では、多くの来場者が訪れ

購入しておりました。

タイで一番人気のすしネタは、サーモンで

す。鮮やかなオレンジ色をしていることや脂

がのっており、味が濃厚であるのが人気の理

アジアニュース

タイにおけるお客さまサポートの取組みについて
北洋銀行ソリューション部
バンコク駐在員事務所
所長 渡辺 孝史

【サーモンずし】
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【アンケート調査の様子】

由です。販売において、価格の設定は非常に

重要な要素のひとつで、設定価格により購入

する方が極端に増減する傾向にあります。

タイで一般的に売られているソフトクリー

ムやアイスは、滑らかなものは少なく、北海

道のソフトクリームを食べ、その滑らかさと

濃厚さに驚く方が多くいらっしゃいます。

３．うまいっしょ北海道！（コラート）

バンコク市内から車で約４時間、北東に移

動するとコラートという街に着きます。その

コラートの中心部のショッピングモールであ

るザモール・コラート支店G階グランドホー

ルで、２０１７年１１月１１日から２１日まで、「うま

いっしょ北海道！２０１７（コラート）」が開催

されました。

本イベントは、「ザモール・ジャパンディ

スカバリー２０１７（昇龍道フェア）」の一画で

開催され、北海道観光のPRや北海道のミネ

ラルウォーター、ビールや焼酎などが販売さ

れました。

タイから北海道へ訪れる観光客は、２０１２年１０月のタイ国際航空による新千歳・バンコク便就

航、２０１３年７月のタイ人へのビザ免除開始（１５日未満の滞在の場合）もあり、２０１２年度３７，０００人

に対し、２０１５年度１５５，２００人、２０１６年度１６８，７００人（北海道観光入込客数調査報告書）と急激に増

加しております。バンコクから車で４時間の距離にある地方都市・コラートでも「北海道」の知

名度はとても高いものとなっております。

当事務所サポートによる「来場者に対する日本観光に関するアンケート調査」では、１０日間の

行程で、バンコクから北海道に直行便で降り立ち、道内をレンタカーで観光し、仙台を経由し

て、東京からバンコクへ帰国したという方もいました。

バンコクでは渋滞が問題になっているのに対して、道内では大自然の中を走ることができるた

め、タイ人観光客の中には、道内をレンタカーで観光する方も増えてきています。

４．北海道フェア in バンコク

バンコク市内のショッピングモール「セントラルワールドプラザ」の１階セントラルコート

で、２０１７年１２月１日から３日まで、ASEAN諸国の中で来道者数が最も多く、北海道への関心が

高いタイにおいて、食を中心とした北海道の魅力を発信し道産品の輸出促進を図るため、北海

【ソフトクリーム店】
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道・札幌市海外拠点連携協議会１、北海道産業雇用創造協議会２及び北海道による主催で「北海道

フェア in バンコク」が開催されました。

道内企業２２社（全６４品目／うち４７品目がタイ初出品）が参加し、スイーツをはじめ、水産加工

品や農産加工品、化粧品など幅広い分野の商品を販売するとともに観光PR等も実施されまし

た。

日本とタイでは、食文化も異なっており、食材の調理方法や食べ方をいかに伝えるかという点

も非常に重要です。例えば、タイでは、冷凍フルーツの流通がとても少ないため、なじみがな

く、冷凍さくらんぼの販売ブースでは、「少し溶けた状態が甘みを感じやすく色もきれい」とい

う説明の有無で売上が大きく変化した様です。

タイ国内において、「北海道」は抜群の知名度ではありますが、道産品の輸出促進を図るため

には、知名度だけに頼ることなく、今般のようなフェアや店頭等において、商品の丁寧な説明な

ど、地道な活動を継続していく必要があります。

また、前述のとおり、タイからの来道者が年々、増加しており、今回のフェアでも、「北海道

で食べたオレンジ色のメロンチョコレートが忘れられなくて来場した」という声も聞かれ、タイ

国内での販売増加に向け、道内での体験と連動させるという形態も今後、増えていくことが予想

されます。

５．結びに

当駐在員事務所は、２０１４年１月、バンコクに開設され、ASEANにおける北海道のビジネス拠

点として、道内並びに現地関係機関と連携して道内企業の進出、販路拡大、調達窓口拡大、イン

バウンド誘致などのビジネス支援を行なっております。

ASEAN関連でのご相談につきましては、お気軽に北洋銀行本支店及びソリューション部を通

じてお問い合わせください。

【当駐在員事務所の主な業務】

・提携先であるバンコック銀行を通じた進出企業への金融支援

・現地ディストリビュータを招聘しての商談会開催

・現地旅行代理店への道内観光業者のセールスサポート

・道産品輸出に向けた現地での商談会並びに物産展開催支援

・調達窓口拡大に向けた現地企業調査並びに訪問アレンジ

・現地政府機関との情報交換、視察アレンジ

１北海道と札幌市が相互の海外ネットワークを活用し、道内企業の輸出拡大を支援することを目的とした連携
団体
２北海道の強みを活かした「食」などの分野における雇用創出事業を推進する官民の連携団体
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回次 表彰部門

第１回目 熟練部門のみ

第２回目 熟練部門 新技術・技能部門 新星部門

第３回目 熟練部門 新技術・技能部門 新星部門

第４回目 熟練部門 新技術・技能部門 新星部門 知的財産部門

１．「ものづくりスペシャリスト表彰」とは？

本表彰制度は、ものづくり従事者の業務や実績を広く社会一般に浸透させると共に、技術者・

技能者の地位向上、技術水準の向上、将来の担い手である若手従業員の意識向上を目的に、優れ

た技術や技能で社業や業界に貢献している「ものづくり従事者」を表彰する制度で、今年度で４

回目の実施を迎えました。

当事業は平成２６年度に１回目を実施しましたが、当時の表彰対象は「熟練部門」のみで年齢や

勤務歴等は条件とせず、特定分野に秀でた技術・技能を有する方を表彰する制度となっておりま

した。

その後選考委員の意見により、２回目からは画期的な商品の開発を表彰する「新技術・技能部

門」と意欲的な若手を表彰する「新星部門」が、今回からは特許等の知的財産の活用を評価する

「知的財産部門」が新設され、合計４部門で募集を行うこととなりました。

＜表彰部門の変遷＞

＊各部門毎に最優秀賞・優秀賞を選考し表彰する

＊「新技術・技能部門」・「知的財産部門」ではチーム（部署単位、複数メンバー）での申し込み

も可

２．申込者募集から受賞者決定まで

（１）申込者募集

ものづくり工業部会の正副部会長会議で表彰制度の改訂要領を審議した後、平成２９年７月２０日

から平成２９年８月２４日までを募集期間として申込を受け付けました。北海道新聞、日本経済新

聞、日刊工業新聞等への告知、当所ホームページへの掲載、メルマガでの配信等告知活動を行

い、今年度は延べ１６社の申し込みを頂きました。

（２）第１回選考委員会（平成２９年９月６日開催）

選考委員は、行政機関（北海道経済産業局、北海道、札幌市）、研究機関、大学、新聞社等の

１０名に委嘱し、委員長には国立研究開発法人 産業技術総合研究所の永石 博志コーディネー

ター、副委員長には地方独立行政法人 北海道立総合研究機構の吉田 光則センター長が選出さ

「第４回ものづくりスペシャリスト表彰」について
札幌商工会議所 産業部 地域振興・ものづくり課

下辻 潤一（しもつじ じゅんいち）

寄稿
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【第３回選考委員会（面接）の様子】

れました。

「選考基準等の要領」や「申込人の概況」等を事務局が説明し、各部門の選考基準（熟練部門

は４つ、その他の部門は３つ）に沿い、各基準１０点満点（熟練部門は最大４０点、他の３部門は最

大３０点）で書類選考を行うことや今後のスケジュールを説明致しました。

（３）第２回選考委員会（平成２９年９月２８日開催）

選考委員から提出された選考シート（採点表）を事務局が集計し、集計結果をもとに各委員か

ら評価ポイント等を解説頂きました。集計結果では２位と３位の点差がわずか３点というケース

もあり、このようなケースにおいては委員長が全委員の意見聴取等を行い、選考委員の総意とし

て第３回選考委員会（面接）に進む各部門２名（チーム）の候補者を選考致しました。

（４）第３回選考委員会（平成２９年１１月１日開催）

各部門の最優秀賞・優秀賞を審査するため、書類選考を通過した候補者と選考委員との面接を

行いました。

選考委員１０名を前に緊張した面持ちの候補者と２０分間の面接が繰り返されます。冒頭５分間の

プレゼンでは、資料を配布し説明される方、口頭のみで説明される方、緊張して思うように話が

出来なかった方等様々ですが、残り１５分間の質疑応答では、選考委員から日頃の活動や苦労して

いる点などに質問が及ぶと緊張がほぐれ、饒舌になる方がいらっしゃるなどそれぞれの個性が表

れておりました。約半日がかりで４部門×２名（チーム）の面接を実施し、最優秀賞候補、優秀

賞候補が全会一致で出揃いました。

（５）ものづくり工業部会正副部会長会議（平成２９年１１月７日開催）

選考委員会で審議された受賞者（案）を「機

関決定」する会議。冒頭事務局が応募状況と経

過説明を行い、続いて永石委員長より最優秀賞

候補、優秀賞各候補について、優れた点、特筆

すべき点などの要点を絞って説明を頂きまし

た。その後正副部会長の承認により、選考結果

の通り、最優秀賞・優秀賞の受賞者が決まりま

した。（＊受賞者の一覧は以下をご参照下さい）
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◇ものづくり熟練部門
【最優秀賞】 株式会社双葉工業社 石狩工場副工場長 本間 克己氏（５５歳、職歴３４年）

■評価点

治具の独自開発やメッキ処理方法の顧客指導が行える等、工場の作業環境改善、顧客のニーズ
の把握、後進への育成といった管理面での貢献が大きい。メッキ加工意義まで深く追究し、業
界団体や各種大会等において講師や委員を務められる等の啓蒙にも努め、業界を牽引している
存在。

【優 秀 賞】 株式会社北海サンコー 製造部課長 松本博志氏（５６歳、職歴２６年）

■評価点

プラスチックフィルムに印刷する機器のオペレーションにおいて、製品のクオリティを高める
ために、機械化、自動化できない部分を豊富な経験に基づき、人間の手による極めて繊細な調
整手腕の技能を有する。製品の高い歩留まりと優位性は、自社の生産性向上や競争力向上に大
きく貢献しており、同業大手と遜色のない高品質を実現させ、社業への貢献度も高い。

◇ものづくり知的財産部門
【最優秀賞】 株式会社ASCe 代表取締役 後藤 涼太氏（４９歳）

■評価点
食品業界で課題となる異物混入や不衛生などの問題を解決する「ニードルレス」という新規性
のある特許技術。注入量の設定等の操作性やメンテナンスコスト削減という面からも、市場で
の将来性や優位性が見込まれ、今後の国内外での販売拡大が期待できる。

【優 秀 賞】 株式会社ヤブシタ 代表取締役 森 忠裕氏（４６歳）

■評価点

最先端の特別な技術等を必要とせず、原理的な気づきによる工夫を施したことにより、空調室
外機用のオーバーヒート対策・省エネ対策等、機器の性能向上を実現させ、実用性と将来性に
優れているものを開発。積雪エリアに限られていた販売先を道外にも多数の販売実績を出して
おり、マーケットの広がりが期待できる。

◇ものづくり新技術・技能部門

【最優秀賞】
寿産業株式会社 チーム名：環境開発室
（男性２名）工場長 國奥 秀雄氏（６４歳）、次長 徳井 博樹氏（４２歳）

■評価点
メッキ皮膜をはく離して粉末化することで抗菌粉末を得る独自技術は、抗菌メッキできない材
料に対しても抗菌メッキ同様の効果を付加する技術となり得て、新しい素材として広く汎用性
があり、今後の用途開発の展開が期待できる。

【優 秀 賞】
株式会社ショーワ チーム名：ショーワ製造部
（男性３名）工場長 山日 敏行（３８歳）、融雪機部門 熊谷 智英（４２歳）他１名

■評価点

大型設備導入や外注加工が必要と考えられていた孔明加工を、既存技術の組み合わせではある
が、高価な加工機を導入せずに内製化したことは、自社の生産性向上と発展に大きく貢献して
いる。外注費用の節減にはじまり、運搬費や人件費の削減、加工日数の短縮、在庫圧縮など、
社業への貢献も大きい。

◇ものづくり新星部門
【最優秀賞】 札幌高級鋳物株式会社 製造部 造型班 吉田 諒太郎氏（２７歳）

■評価点
鋳物品製造において、最も重要な砂型造型現場で力を発揮している期待の若手であり、鍛造カ
レッジに自ら志願し、技術を習得する姿勢や、休憩時間を削って業務の習得に努力するなど仕
事に対し、意欲的で熱意と謙虚さも併せ持った人材である。

【優 秀 賞】 ユニカーボン株式会社 工場課兼製造課 菊池 毅氏（２６歳）

■評価点
現場で協力会社の仕事を積極的に手伝おうとするなど、仕事に対し意欲的に取組んでおり、豊
かな発想力で工程改善を行うなど、職場に刺激や新たな価値観を与えている。入社早々に電気
関係の資格を取得するなど、目標に向けて真摯に取り組み、結果を残している。

第４回ものづくりスペシャリスト表彰 受賞者
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【表 彰 式 の 様 子】

【昼 食 懇 談 会 の 様 子】

３．「第４回ものづくりスペシャリスト表彰」表彰式（平成２９年１１月２８日開催）

表彰式はニューオータニイン札幌で行われ、札幌商工会議所ものづくり工業部会の担当副会頭

である星野 恭亮副会頭（旭イノベックス㈱代表取締役社長）、大槻 博副会頭（北海道ガス㈱

代表取締役社長）、ものづくり工業部会の正副部会長、受賞者、受賞者企業の代表者にご出席を

頂きました。ものづくり工業部会の小砂 憲一部会長（㈱アミノアップ化学代表取締役会長）よ

り開会挨拶を頂き、担当副会頭より表彰状とトロフィー、副賞が授与され、最後に全員で記念撮

影を行いました。

表彰式の後は、受賞者と受賞者企業の代表者を囲み「昼食懇談会」を開催致しました。懇談会

では受賞者企業の代表者から受賞者に対する労いの言葉や、自社を取り巻く環境（若者の人材不

足や休日の課題等）の他、今回の応募経緯などをお話し頂きました。ある経営者の方からは

「我々が作った製品に自社の名前が表記されることはない。縁の下の力持ち的な形で製品をこつ

こつと作る職人にスポットを当てるこの表彰制度は、ものづくりに携わる職人には励みになる」

とのコメントや、新星部門で応募した企業からは「将来、熟練部門でも表彰されたいと思ってく

れることを願い、この職員の成長を見届けていきたい」などのお話を頂きました。
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⇒今年度１０月に公開した「ものづくりデー

タベース」の案内チラシです。是非この機

会に閲覧ください。「ものづくりデータベー

ス」で検索ください。

４．まとめに

今回は札幌商工会議所第４回ものづくりスペシャリスト表彰についてご紹介させて頂きまし

た。皆様、ご感想はいかがでしょうか？

札幌商工会議所ものづくり工業部会では北海道のものづくり産業の底上げを目的に日々活動し

ております。

今回の紹介した表彰制度の他にも、①ものづくり工業部会所属の会員企業を紹介するホーム

ページ「ものづくりデータベース」や、②ものづくり企業の経営者を招き、経営手法などを学ぶ

「ものづくり研修会」、③「北洋銀行ものづくりテクノフェア」「ビジネスEXPO」へ札幌商工会議

所ブースを設け会員企業に出展頂く「販路拡大支援事業」等を実施しております。

特に「ものづくりデータベース」は平成２９年

度の新規事業として取り組み、平成２９年１０月２

日にホームページを公開し、現在約２００社のご

登録を頂いております。本事業は、ものづくり

に関連する会員企業の受発注機会の創出だけで

はなく、「ものづくり現場で働く若者のメッ

セージ」、「リクルート情報」、「インターンシッ

プの受入可否」、「工場等の視察受入可否」など

を掲載し、高校生や大学生等に「ものづくり企

業」への関心を抱いて頂くことも狙いとしてお

ります。是非、この機会に本ホームページをご

覧頂けましたら幸いでございます（検索方法～

「ものづくりデータベース」で検索下さい）。

今後も、札幌商工会議所では地域経済活性化

に繋がる各種事業を展開して参ります。皆様の

身近な商工会議所になる様、更なる努力を続け

て参りますので、引き続きご協力の程、宜しく

お願い申し上げます。
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経済コラム 北斗星

「北海道」命名１５０年の節目の年を迎えて
平成３０年の年明けを迎えた。明年は、平成天皇が退位され元号も変わることが予定されて

おり、今年は実質的に平成最後の年となる。また、北海道にとっては、明治新政府が明治２

年にそれまで蝦夷と呼ばれていたこの北の大地を「北海道」と命名して１５０年という節目の

年にあたる。これを記念して、道庁、経済団体、アイヌ協会、文化団体などで構成される

「北海道１５０年事業実行委員会」は、８月５日に「北海道１５０年記念式典」を開催するほか、

本事業参加企業・団体による多彩なイベントが数多く計画されている。もっとも、こうした

イベントは北海道だけではなく、京都市などによる大政奉還１５０年を記念した「幕末サミッ

ト」や会津若松市による「戊辰１５０周年記念」等、全国で１２００を超えるイベントなどが実施

ないし企画されているということだ（１月３日付、北海道新聞）。

記念事業としての賑やかなイベントの開催は、それはそれで大変結構だが、反面、この節

目の年を単なるお祭り騒ぎで終わらせてはならないと思う。過去１５０年の歴史を振り返り、

現状を見つめ、未来に向けての北海道の「この先の道」を着実に模索する年であって欲し

い。事実、「北海道１５０年実行委員会」の設立趣意書においても、「歴史や先人の偉業を振り

返り（中略）、未来を展望しながら、互いを認め合う共生の社会を目指して、次の５０年に向

けた北海道づくりに継承する記念事業を展開したい」と書かれている。北海道は、今、急激

な人口減少問題に直面し、エネルギー問題、交通インフラ問題、低生産性の克服など先送り

されて来た様々な困難な問題に晒されている。はっきりしているのは、開拓、開発の時代は

もう疾くに終わったということだ。明治この方、北海道の発展の原動力・推進力となってき

た国の財政に頼った発展は最早望むべくもない。この意味で、北海道にとって「自立」が、

今、改めて強く求められている。

北海道経済同友会では、本年、「北海道の未来を考える」WGを発足させ、この問題にじっ

くり取り組む予定である。これまで道庁をはじめ経済団体において様々な政策指針が示され

て来た。中でも、平成２１年１０月、北海道経済連合会の提案書『― 北海道自立への展望 ―

（地域活性化方策の提案および国への要望）』は、地域の「自主・自立」を明確に示したもの

として注目される。本提言から１０年が経過したが、この時点における北海道経済同友会の

WG立ち上げは、北海道命名１５０年の節目に正に相応しい取り組みと言えよう。

ところで、「北海道」の命名と言えば、松浦武四郎が「北加伊道」を含む６つの名称を提

案し、最終的に「北海道」と命名されたことはよく知られた事実である。松浦は６回にわた

り当時の蝦夷地をくまなく調査し、記録を残した人であるが、蝦夷地の先住民族であるアイ

ヌの人々に対する深い理解を持っていた人でもある。アイヌ民族への搾取を温存する明治政

府の北海道開拓使を批判して自ら開拓判官の職を辞したことは彼の人となりをよく示してい

る。２０２０年には、白老に民族共生象徴空間と国立アイヌ民族博物館がオープンするほか、東

京オリンピック・パラリンピックも開催される。北海道命名１５０年の本年が、「民族共生」に

向けての更なる飛躍の年となることを大いに期待したい。

（平成３０年１月５日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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【全体概要】
・１１月の販売額は、５，１６８万円（前年同月比＋１８．９％）、レジ客数３２，５２８人（同＋１４．６％）、客単
価１，５８９円（同＋３．８％）。今月は観光客が少ない時期だったが、人気グループのコンサートが
あり、店の売上にもつながった。
・和寒町、剣淵町、石狩、青森と多数のフェアを開催し、それぞれの地域の特産品をその地域の
方がPRすることでより良さをお客様に伝えることができた。地域特産品フェアを多く開催し
たことなどにより、販売額及びレジ客数は前年を大幅に上回った。
・部門別では、乳製品は容量が小さい牛乳、飲むヨーグルトが人気であった。また、比較的価格
の低く購入しやすいチーズも好評であった（同＋２５．２％）。菓子類は観光客が少なく、箱物の
菓子類の売上個数は下がったが、バラ売りの菓子類は安定した売上であった（同＋１９．７％）。
次いで、畜産加工品（同＋１９．０％）、水産品（同＋８．０％）など軒並み前年を上回る売上げと
なった。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ オホーツク さざ波サーモン １，０６５ ２３２ ２４７，０８０
２ 胆振 きんき飯寿司 ５００ ３，６００ ５２ １８７，２００
３ 空知 鮭キムチ １，０００ １６０ １６０，０００
４ 留萌 北の味一番たこ ８２０ １３１ １１２，２６７
５ 釧路 三大産地丸とろろ ３８１ ２７８ １１１，２００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 美唄やきとり ６１９ ３５４ ２２７，７６０
２ 十勝 手作り餃子１２００g １，６９４ １０３ １７４，４８２
３ 十勝 手作り餃子６００g ８９８ １３７ １２３，０２６
４ 空知 特上ラム４００g ８８８ ９９ ８７，９１２
５ 石狩 放牧豚無添加ポークウインナー ２８４ １９２ ７６，４１６

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 上川 わっさむペポナッツ１００g ９８０ ５５５ ５４３，９００
２ 上川 わっさむペポナッツ３０ ３２４ ４７８ １５５，３５０
３ 空知 塩ゆで落花生 １，１００ １０４ １１５，６４８
４ 十勝 切干大根 ３８０ ２９８ １１３，０８８
５ 石狩 黒にんにく（有機）徳用 ２，５００ ４４ １１０，０００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 渡島 トラピストバター １，１４３ ５２ ６２，４００
２ 後志 ニセコのむヨーグルト５００ml ３４３ １２０ ４０，８７０
３ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ６２ ３９，０６０
４ 根室 べつかいのコーヒー屋さん１８０ml １２０ ２８９ ３７，９４１
５ 根室 養老牛放牧牛乳１８０ ２７８ １２４ ３４，４７２

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８００ １，０７９ ８８３，７０１
２ 十勝 マルセイバターサンド １０入 １，１１１ ３９９ ４７９，９９７
３ 石狩 白い恋人 １８枚 １，０５７ ４４９ ４７３，９６９
４ 十勝 マルセイバターサンド ５入 ５５６ ５３７ ３８２，８３７
５ 石狩 白い恋人 ２４枚W&B １，４０９ ２４５ ３４４，９２４

＜札幌店＞ 札幌市北区北６西４ JR札幌駅西通り北口 北海道さっぽろ「食と観光」情報館内
＜資料出典＞ 一般社団法人 北海道貿易物産振興会 ホームページ

http : //www.dousanhin.com/shop/sapporo_jr/index-supportdata.php
＜問合せ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

「北海道どさんこプラザ」マーケット情報 札幌店 【平成２９年１１月分】

（１）水産品 【８６８万円】

（２）畜産加工品 【２２０万円】

（３）農産品 【５８３万円】

（４）乳製品 【２１３万円】

（５）菓子類 【１，７９０万円】
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１３年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２０１６年度 ９５．０ ０．１ ９８．６ １．１ p９４．２ △１．５ ９７．２ ０．８ ９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０

２０１６年７～９月 r ９５．０ １．４ ９８．０ １．６ r ９４．６ ２．０ ９６．３ １．０ r ９８．６ △４．２ r１０９．９ △２．２
１０～１２月 r ９５．４ ０．４ ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ r１０７．３ △２．４

２０１７年１～３月 r ９６．０ ０．６ １００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ r１０９．７ ２．２
４～６月 ９７．７ １．８ １０２．１ ２．１ ９８．６ ４．６ １００．０ １．５ r１００．７ ０．４ r１０９．１ △０．５
７～９月 r ９５．８ △１．９ １０２．５ ０．４ r ９６．５ △２．１ r１００．４ ０．４ r ９７．３ △３．４ r１０７．３ △１．６

２０１６年 １１月 r ９６．０ １．７ ９９．９ １．０ r ９５．２ １．４ r ９８．９ １．０ r ９５．８ △１．４ r１０６．６ △１．８
１２月 r ９５．８ △０．２ １００．６ ０．７ r ９５．２ ０．０ ９８．９ ０．０ r ９６．７ ０．９ r１０７．３ ０．７

２０１７年 １月 r ９４．６ △１．３ r ９８．５ △２．１ r ９２．９ △２．４ r ９７．８ △１．１ r ９９．６ ３．０ １０７．４ ０．１
２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 ９６．５ △０．３ r ９９．８ △１．９ ９４．７ △０．６ r ９８．４ △０．８ １００．３ △０．１ r１０９．７ １．５
４月 r ９８．５ ２．１ r１０３．８ ４．０ r ９８．７ ４．２ r１０１．１ ２．７ １０１．７ １．４ r１１１．３ １．５
５月 r ９８．１ △０．４ １００．１ △３．６ ９８．９ ０．２ ９８．２ △２．９ １００．５ △１．２ １１１．３ ０．０
６月 ９６．６ △１．５ １０２．３ ２．２ ９８．２ △０．７ １００．７ ２．５ １００．７ ０．２ １０９．１ △２．０
７月 r ９５．５ △１．１ １０１．５ △０．８ ９６．５ △１．７ １００．０ △０．７ r ９９．２ △１．５ １０７．９ △１．１
８月 ９７．５ ２．１ １０３．５ ２．０ r ９６．０ △０．５ １０１．８ １．８ ９９．４ ０．２ １０７．３ △０．６
９月 r ９４．５ △３．１ １０２．５ △１．０ r ９７．１ １．１ ９９．３ △２．５ r ９７．３ △２．１ １０７．３ ０．０
１０月 ９７．５ ３．２ １０３．０ ０．５ ９８．８ １．８ ９８．９ △０．４ r ９６．９ △０．４ １１０．７ ３．２
１１月 p９７．１ △０．４ １０３．５ ０．５ ９６．９ △１．９ １０１．２ ２．３ ９７．４ ０．５ １０９．８ △０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７△０．８ r １９５，２６３△１．１ r ２０２，８５０ △３．５ r ６５，６１０ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０

２０１６年７～９月 ２３３，７５９ １．４ r ４７，４６９△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ r ３２，０９１ △０．５
１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８

２０１７年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４８△１．５ r ５０，９７２ △３．９ r １６，２４６ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１
４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５８ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，９００ ０．３
７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１

２０１６年 １１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△０．１ １６，４７９ △７．４ ５，７９６ △３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８
１２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４

２０１７年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４
２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 r ８０，４３３△０．７ r １６，３１２△０．９ r １７，６７１ △５．５ ５，７３２ △１．７ r ６２，７６３ ０．７ １０，５８０ △０．５
４月 r ７６，４７７ １．３ r １５，５８３ ０．８ r １４，７２９ △２．３ r ４，９９５ △０．４ r ６１，７４８ ２．２ r １０，５８８ １．３
５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１△０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４
６月 ７５，９７０ ０．４ r １５，６９４ ０．１ １５，２５５ △２．２ ５，１９４ ０．２ ６０，７１４ １．２ １０，５００ ０．０
７月 ８１，５５９ ０．４ １７，１７９△０．２ １７，３９６ △５．５ ６，０１０ △２．５ ６４，１６２ ２．２ １１，１６９ １．１
８月 r ７８，９７４ ０．９ １５，６５５ ０．７ １５，１１５ △１．１ ４，５５２ ０．５ r ６３，８６０ １．４ １１，１０３ ０．８
９月 ７３，４１４△１．２ １４，９６８ １．８ １５，２９５ △８．９ ４，７８４ ２．１ ５８，１１９ １．１ １０，１８４ １．６
１０月 ７８，００３△０．１ １５，８８９△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２５ △０．０
１１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年２月号

ｏ．２５９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３３～０３６　主要経済指標　※項目増  2018.01.22 16.27.23  Page 33 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 － － － － － － － － － － － －
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，６６５ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４

２０１６年７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４△３．１ ６２，１１１ ５．２ r １４，５１１ ５．７ ３２，５４０ △０．５ r ８，１８５ △１．１
１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５

２０１７年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，０９４ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７
４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１００ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４
７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ ６５，７０７ ５．８ １５，４５２ ６．５ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１

２０１６年 １１月 １０，８０７△４．０ ３，２５２△３．１ １９，９７７ ４．１ r ４，６８９ ５．８ １１，１１８ △３．６ r ２，７３７ ０．８
１２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７

２０１７年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０
２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ ４，５３７ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８５３ ２．３ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３
４月 r １０，９２０ ５．７ r ３，３１６ ５．７ r ２０，２９４ ５．６ r ４，９３３ ５．５ r １１，８０９ １．１ r ２，９６２ ０．４
５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ ５，１０４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７
６月 r １０，１５３ １．８ ３，２５７△２．４ r ２１，２６４ ４．４ r ５，０６４ ５．６ １１，２８５ ２．７ ２，６９８ △０．８
７月 １４，１９０ ２２．５ ４，５９５ ９．４ ２２，２２８ ７．３ ５，３５５ ６．１ １２，０２９ ４．５ ２，９１０ △０．９
８月 １１，０５５△４．２ ３，５６７ ５．４ ２２，３２６ ４．５ ５，１７４ ５．７ １１，２５０ １．４ ２，７７５ △０．２
９月 １０，７１４△１．９ ３，１５８ １．２ ２１，１５３ ５．６ ４，９２３ ７．７ ９，７８８ △１．４ ２，５０７ １．６
１０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０８６ ５．０ ５，０２４ ４．８ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１
１１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，００６ ５．２ ５，０００ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５６１，９７９ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２

２０１６年７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５
１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７

２０１７年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９８８ ３．８ ４１９ １１．５
４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２８８ ２．７ ３２３ ２６．８
７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１２８ ０．４ ４５９ ２６．９

２０１６年 １１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △０．９ ９９９ ４．１ ９３ ２０．６
１２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４

２０１７年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２
２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４４ １．１ １４８ ４．８
３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０８４ ５．０ r １０８ １３．０
４月 r ４４，２５３ ２．６ r ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４３ ０．８ r ９７ ２９．３
５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５３ ５．０ r １１０ ３１．１
６月 ４６，７８３ ３．１ ９，７３１ ２．９ ２５９，８３４ ７．６ ２６８，８０２ ２．８ １，１９２ ２．１ r １１６ ２１．０
７月 ５２，８２０ ４．７ １０，７６３ ３．１ ２４２，７６２ ０．１ ２７９，１９７ ０．４ １，３０６ ０．２ r １７８ ２４．１
８月 ５０，９８０△０．８ １０，５１３ １．９ ２７５，５２０ １３．９ ２８０，３２０ １．４ １，５２１ ３．０ r １６２ ３２．８
９月 ４７，４３３ ０．８ ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０２ △２．３ r １２０ ２３．７
１０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２１７ ０．２ r １３７ １９．８
１１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０３６ ３．７ p １２２ ３１．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年２月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１３年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２０１４年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５

２０１６年７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ４．１ ２６，１３０ ６．５
１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６

２０１７年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０
４～６月 １１，２０２ ４．６ ２，５００ １．２ ６５６ １３．１ １２，３９３ ３．５ ２３，６７３ △１．０
７～９月 １０，５５３ △１．４ ２，４６９ △２．４ ６７９ １５．８ １２，２３８ ３．６ ２５，４７７ △２．５

２０１６年 １１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４
１２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７

２０１７年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２
２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７
４月 ４，３４１ ２１．７ ８４０ １．９ １７３ ２６．６ ３，９７５ ２１．２ ７，９２９ ２．７
５月 ３，４４９ △６．４ ７８５ △０．３ ２２９ ２８．０ ４，０３７ △１０．０ ６，７９７ ０．６
６月 ３，４１２ △１．３ ８７５ １．７ ２５５ △４．０ ４，３８１ ４．０ ８，９４７ △５．２
７月 ３，５９５ ７．５ ８３２ △２．３ ２２０ ２５．０ ３，８１７ １４．１ ７，２１７ △７．５
８月 ３，３０５ △１５．９ ８０６ △２．０ ２１９ １０．４ ４，１５０ △６．９ ７，６６６ ４．４
９月 ３，６５３ ６．４ ８３１ △２．９ ２４１ １３．２ ４，２７１ ６．６ １０，５９４ △３．５
１０月 ３，６５４ △８．５ ８３１ △４．８ １８２ △１３．５ ４，０７６ １５．９ ７，４２８ ２．３
１１月 ３，４５５ △１．２ ８４７ △０．４ １３２ ３５．１ ４，０６６ ６．９ ７，６８０ ４．１

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１３年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２０１４年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２０１６年７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３
１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６

２０１７年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８
４～６月 ４９，１９４ １５．５ １６，６０３ １１．４ １８，４５１ １５．１ １４，１４０ ２１．２ １，００６，１２３ １３．２
７～９月 ４６，６３９ ５．１ １５，０１８ △１．５ １７，０２７ ７．９ １４，５９４ ９．４ １，０６５，９４０ ４．１

２０１６年 １１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８
１２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１

２０１７年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４
２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６
４月 １５，３２６ １２．７ ５，３４０ ２１．８ ５，７１７ ６．０ ４，２６９ １１．９ ２９７，２８４ １０．４
５月 １４，５６９ １８．９ ４，７９８ １３．８ ５，２２６ ２２．９ ４，５４５ ２０．３ ３１２，３９０ １３．４
６月 １９，２９９ １５．１ ６，４６５ ２．６ ７，５０８ １７．６ ５，３２６ ３０．７ ３９６，４４９ １５．１
７月 １６，６９６ ２．３ ５，３３２ △１．２ ６，４５０ △１．４ ４，９１４ １２．２ ３５７，２６７ ２．６
８月 １３，２７３ ８．３ ４，１８４ △０．３ ５，１４９ １４．１ ３，９４０ １１．１ ２９０，８２２ ４．１
９月 １６，６７０ ５．６ ５，５０２ △２．７ ５，４２８ １４．７ ５，７４０ ６．１ ４１７，８５１ ５．３
１０月 １２，４８０ ０．５ ４，０２０ △５．３ ４，２４５ ２．２ ４，２１５ ４．９ ３１０，７９１ △１．２
１１月 １３，１９８ △０．６ ４，１０２ ０．１ ４，６３７ △６．８ ４，４５９ ６．１ ３３２，７１４ △２．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１３年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２０１６年７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１
１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９

２０１７年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９
４～６月 ４３９，２２２ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ２．９
７～９月 ２２２，６２８ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８

２０１６年 １１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ ３．３ ３．０
１２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９

２０１７年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ ↑ ３．０
２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８
４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ ↑ r ２．９
５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．４ ３．１
６月 １３６，９３７ ２２．５ １５，１８５ △０．６ １．０４ １．２６ ３２，０９７ ０．７ ８４８，０７０ ６．３ ↓ ２．８
７月 ９４，９４２ △２．１ １２，８８８ △５．４ １．０９ １．３１ ３２，３１７ △３．４ ８２０，３５２ ３．３ ↑ ２．８
８月 ７１，７４５ ３．８ １１，４９４ △７．９ １．１０ １．３５ ３２，０１７ １．８ ８４２，７６３ ６．８ ３．２ ２．８
９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８
１０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ２．８
１１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．７

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１３年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２０１６年７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０
１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４

２０１７年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．６ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９
４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３
７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６

２０１６年 １１月 ９９．７ △０．５ ９９．８ △０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △２．５ １０８．１８ １８，３０８
１２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４

２０１７年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１
２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９
４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６８０ △２．２ １１０．０６ １９，１９７
５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１
６月 １００．６ １．１ １００．２ ０．４ ２３ ４．５ ７０６ △７．５ １１０．９１ ２０，０３３
７月 １００．４ １．１ １００．１ ０．５ ２３ △２３．３ ７１４ ０．３ １１２．４４ １９，９２５
８月 １００．６ １．３ １００．３ ０．７ １６ △３０．４ ６３９ △１２．０ １０９．９１ １９，５８３
９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６
１０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２
１１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年２月号
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No.259

●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（平成２９年１０～１２月期実績、平成３０年１～３月期見通し）

●トップに聞く⑦ 株式会社 アジア地域連携研究所
代表取締役 所長 黒河 功 氏
専務取締役 中村 正士 氏

●タイにおけるお客さまサポートの取組みについて

●「第４回ものづくりスペシャリスト表彰」について

●経済コラム 北斗星
「北海道」命名１５０年の節目の年を
迎えて
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